Gプロ～民法班～

動機の錯誤の取扱い
〈民法第９５条（錯誤）〉

意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。

ただし、表意者に重大な過失があったときは、表意者は自らその無効を主張できない。
…イントロダクション…

～錯誤とは何か？～
意思表示の有効性に関する立法上の立場には意思主義と表示主義がある。
意思主義→表意者の保護を重視する立場で、表示行為に対応した内心的効果意思が存在することが意思表示にとって不可欠で、内心的効果意思を欠く表示行為は無効であるとする立場である。 
表示主義→取引の安全を重視する立場で、表示行為に対応した内心的効果意思がなくとも表示行為から推測される効果意思が認められれば意思表示は有効であるとする立場である。 

…民法第９５条について…

	要件①
	法律行為の要素に錯誤」がある
	効果
	無効

	但書
	表意者に重過失があったとき
	効果
	表意者は無効主張できない


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※要素とは…意思表示の重要部分
要件①について…効果意思の欠缺を知らない表意者を保護するとともに、取引の安全のた　　　　　　　
　　　　　　　　め、無効主張を重大な錯誤に限るべきだから。

但書について…例外的に無効主張を認めない。

　　　　　　　著しく不注意であった表意者を保護する必要がないから。


…錯誤の態様について…


取引の安全




	①
	表示の錯誤
	表示意思と表示行為の不一致

	②
	内容の錯誤
	効果意思と表示意思の不一致

	③
	動機の錯誤
	動機と効果意思の不一致


…問題の提起…

①と②は、効果意思と表示行為にズレが生じているので、民法９５条が予定する錯誤（表示行為の錯誤）である。それに対し③は、効果意思と表示行為は一致しているので、本来民法９５条が予定している錯誤には含まれない、と考えられる。では、本当に動機に錯誤がある場合、民法９５条の適用がないのだろうか？

…動機の錯誤について…
民法９５条の趣旨は、錯誤に陥った表意者を保護しよう、というものである。したがって、その趣旨からは、動機の錯誤にも民法９５条が適用されるようにも思われる。しかし、相手方は容易にその存在を知りえないことから、民法９５条をそのまま適用すると取引の安全を害する恐れがでてくる。それでは、どの様に動機の錯誤を捉えたらよいのだろうか？
…動機の錯誤に対する三つの説…
①一元的構成説（動機・意思非区別説）
　動機の錯誤と他の錯誤との区別は必ずしも明瞭ではないので、錯誤は動機・意思を含めて考えるべきだ、とする説。→有力説
②動機錯誤否定説（動機・意思区別説）
動機は意思表示に含まれないので、動機の錯誤が問題となることはない、とする説。
③動機表示錯誤説（動機・意思区別説）
　動機の錯誤は問題になり得ないが、しかし、その保護の必要性から動機が表示され、法律行為の内容となったときに限り、法律行為の錯誤となりうる、とする説。→判例
つまり・・・
　→動機の錯誤も、「自分はこの本をまだ持っていないから、一冊買っておきたい」というように動機が表示されていると、意志表示の内容となり、法律行為の要素となりうる。
…三つの説に対する考え…
一元的構成
舟橋諄一先生･･･動機の錯誤も表示に対応する真意の欠缺を生ずる点で他の錯誤の場合と
異ならない
杉之原舜一先生･･･錯誤が問題となるのは表意者の主観には関係なく、当該事情のもとで正
常一般人がいかなる観念を呼び起こされるかによって定まる
川島武宜先生･･･意思と動機の区別は困難である
二元的構成（百選17 より）
我妻栄先生･･･動機の表示されることを要求することによって、表意者本人の保護と取引の
安全を調和させることができる
…一元的構成説の擁護…
錯誤をした表意者を守る必要があるのか？ましてや、動機については、表意者しか分からないにも関わらず相手方に対して故意・過失を要求することができるのか疑問に思い、表意者を最も養護していると考えられる、一元的構成説について考えてみることにした。
…一元的構成説について…

・ そもそも、動機の錯誤とその他の錯誤とでは実際上の区別は明確ではない。
・表示主義理論の立場からは動機と内心的効果意思とは質的に区別されるべきものではない。それゆえ、９５条から動機の錯誤のみ排除すべきでない。
・ 判例上、錯誤が問題となっている多くのものは動機の錯誤であって、動機の錯誤こそが錯誤の問題の主要な部分。
・ 動機の錯誤による無効主張を認めると取引の安全を害するというが、それはその他の錯誤でも同じこと。したがって、他の錯誤も取引の安全を害する点では同じであるから動機の錯誤だけ表示を要求し、他の錯誤に要求しないのでは一貫しない。
・ 動機の錯誤を考慮しても、意思表示が無効と認められるためには様々な要件を必要とするのだから、錯誤無効を認めすぎることにはならない。
・判例上錯誤が問題とされた事案のほとんどは動機の錯誤の事案であり、これを他の錯誤と区別して取り扱おうとすれば、95条の実効性は著しく狭められる。
・動機の錯誤が「錯誤」にあたるとしても他の錯誤と同じように無効主張が認められるためには種々の要件を必要とするから、無効を認めすぎることにはならない。よって取引の安全が害されることはない。
…結論…
　二元的構成説の中の、動機表示錯誤説の立場。しかし、動機が黙示されている場合は動機の錯誤を主張できず、明示の場合のみ考える。
…判例集…
大判大６．２．２４　受胎良馬売買事件
Ｂは、Ａから馬一頭を買ったが、その際Ａの言葉から年齢１３歳で現に受胎しており、その来歴からも良馬を産むであろうと信じていた。これが事実と反していたため、Ｂ（原告）はＡ（被告）に対し、錯誤無効を主張した。
〈判決〉

判決は、物の性状ごときは法律行為の縁由にすぎず、その性状に錯誤があっても法律行為が無効となるものではないが、「表意者カ之ヲ以テ意思表示ノ内容ヲ構成セシメ、其性状ヲ具有セザルニ於テハ法律行為ノ効力ヲ発生セシムルコトヲ欲セズ、而モ取引ノ観念事物ノ常況ニ鑑ミ意思表示ノ主要部分ト為ス程度ノモノト認メ得ラレルトキハ是レ亦法律行為ノ要素ヲ成スヲ以テ、其錯誤ハ意思表示ノ無効ヲ来スベキモノ」とし、馬の売買では、その年齢及び受胎能力は意思表示の主要部分であるとして、Ｂの請求を認めた。
多額の課税と財産分与契約の錯誤無効

最高裁平成元年９月１４日第一小法廷判決

（昭和６３年（オ）第385号建物所有移転登記抹消登記手続請求事件）

　<事実の概要>

　銀行員X男（原告・控訴人・上告人）は、昭和37年にY女（被告・被控訴人・被上告人）と婚姻して三子をもうけ本件建物に居住していたが、職場の部下であるA女と関係を生じたことなどから、Yが離婚を決意し、昭和59年にXにその旨申し入れた。Xは、職業上の身分の喪失を懸念して、右申入れに応ずることにしたが、Yは、本件建物に残って子供を育てたいとの離婚条件を提示した。そこでXは、A女と婚姻して裸一貫から出直すことを決意し、自己の特有財産に属する本件建物及びその敷地全部を財産分与としてYに譲渡する旨を約して、その旨記載した離婚協議書及び離婚届出手続及び財産分与を原因とする登記手続を行った。本件財産分与の際、Xは、Yに課税されることを心配してこれを気遣う発言をしたが、Xに課税されることは話題にならなかったところ、離婚後にXは、自己に課税されることを上司の指摘によって初めて知り、税理士の試算によりその額が２億2224万余円であることが判明した。そこでXは、本件財産分与契約は要素の錯誤により無効である旨主張して、Yに対し、本件建物につき所有権移転登記の抹消手続を求めた。

　第一審は錯誤の主張を認めず、原審も、課税という法律上の負担を予期しなかったことを理由に要素の錯誤を肯定することは相当ではない、課税の点についてXの動機に錯誤があるにすぎず、右課税の無いことが契約成立の前提とされXにおいてこれを合意の動機として表示したものとはいえない、としてXの請求を斥けた。Xの上告に対して、最高裁は、次のように判示して、原判決を破棄差し戻した。

　<判　　　旨>

　「意思表示の動機の錯誤が法律行為の要素の錯誤としてその無効をきたすためには。その動機が相手方に表示されて法律行為の内容となり、もし錯誤がなかったならば表意者がその意思表示をしなかったであろうと認められる場合であることを要するところ･･････、右動機が黙示的に表示されているときであっても、これが法律行為の内容となることを妨げるものではない。

本件についてこれを見ると、所得税法３３条1項にいう『資産の譲渡』とは、有償無償を問わず資産を移転させる一切の行為をいうものであり、･･････履行に伴う財産分与として夫婦の一方がその特有財産である不動産を他方に譲渡した場合には、分与者に譲渡所得を生じたものとして課税されることとなる。したがって前示事実関係からすると、本件財産分与契約の際、少なくともXにおいて右の点を誤解していたものというほかないが、Xは、その際、財産分与を受けるYに課税されることを心配してこれに気遣う発言をしたというのであり、記録によれば、Yも、自己に課税されるものと理解していたことが窺われる。そうすれば、Xにおいて、右財産分与に伴う課税の点を重視していたのみならず、他に特段の事情がない限り、自己に課税されないことを当然の前提とし、かつ、その旨を黙示的には表示していたものといわざるをえない。そして、前示のとおり、本件財産分与契約の目的物はXらが居住していた本件建物を含む本件不動産の全部であり、Xとすれば、前示の錯誤がなければ本件財産分与契約の意思表示をしなかったものと認める余地が十分にあるというべきである。Xに課税されないことが明示的には表示されなかったとの趣旨に解されるにとどまり、直ちに右判断の妨げになるものではない。」
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①動機





②効果意思





③表示意思





④表示行為





ＸがＹと婚姻（昭三七）





意思





三子を儲ける





ＸがＡと関係





Ｙが離婚を決意し、Ｘに申入れ（昭五九）





Ｙが離婚条件（Ｙが本件建物に残って子育て）を提示





Ｘが自己の特有財産に属する本件建物及びその敷地全部を財産分与として譲渡する旨を約する





Ｘの委任に基づいてＹが離婚届出手続き及び財産分与を原因とする登記手続を行う


（財産分与の際、Ｘは、Ｙに課税されることを心配してこれを気遣う発言。Ｘに課税されることは話題にならず）





離婚後、上司の指摘によりＸは自己に課税されることを初めて知る








Ｘは、本件財産分与契約は錯誤無効であると主張。Ｙに対し、本件建物につき所有権移転登記の抹消手続を求める











